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【研究メモ】 

分権化と地方政府の財政規律：実証研究の再検討 

 

 

岩 村 英 之 
 

 

【概 要】 

 通貨同盟と財政連邦制をとる国家とは，単一の金融政策と複数の財政政策の組み合わせという点で類似

している。そのため，欧州通貨統合の初期段階より，財政連邦国家のパフォーマンスにユーロの未来を投

影し，また通貨同盟各国が満たさなければならない条件を導出することが試みられてきた。特に近年では，

南欧諸国の政府債務問題を契機に，財政の分権化が地方政府の財政規律に与える影響に焦点が当てられて

いる。本稿では，最初に分権化が財政規律に及ぼす影響についての理論的な議論を整理し，分権化は複数

の異なるメカニズムを通じて正負両方の効果を持ち得るため，最終的な効果はすぐれて実証的な問題であ

ることを確認する。そして，いくつかの代表的な実証研究を引きつつ，実証分析の結果を分ける 3 つの構

成要素－（1）財政の分権化の数値化，（2）財政規律の数値化，（3）分権化と財政規律の関係の特定化－を抽

出する。最後に，この 3 つの要素の観点から最近の実証研究の傾向をまとめ，分権化の効果についてはい

まだ決定的な実証結果が提示されていないことを確認し，今後の方向性を示唆する。 

 

1 はじめに：財政連邦と通貨同盟 

 McKinnon（1997）が示唆するように，通貨同盟

と財政連邦制をとる国家の間には重要な共通点が

ある。すなわち，共通の金融政策のもとで，財政

的意思決定は個別に独立に行われるという点で，

両者は極めて類似している。とは言え，ユーロ圏

のような通貨同盟における加盟国財政の自由度と

既存の連邦国家における地方政府のそれとを比較

したとき，歴然とした差が存在することは否定で

きない。特に初期の通貨同盟において加盟国の財

政はほぼ完全に自律的にコントロールされてお

り，連邦国家における知見から通貨同盟に対して

示唆を得るには限界があるだろう。 

 しかし，次の 2 つの点で，連邦国家の経験を通

貨同盟の今後のパフォーマンスの予測に用いるこ

とは正当化され得る。すなわち，第 1 に，同じ連

邦国家間でも地方政府の自由度に差があるとすれ

ば，通貨同盟を財政分権化の極端に進んだ連邦国

家とみることで，同じ連邦国家のスケールの上に

（しかし，だいぶ離れたところに）位置付けるこ

とができる。第 2 に，南欧諸国に端を発したユー

ロ圏における政府債務危機を契機として，欧州通

貨同盟において加盟国財政の自由度を制限すべき

という議論がなされている。通貨同盟自体が，財

政に関してより中央集権的な方向へと進む，した

がって既存の連邦国家へと近づくことを議論して

いるのである。 

 

 通貨同盟を財政分権化の極端に進んだ連邦国家

とみるとき，2 つの問いが現れる。第 1 の問いは，

財政の分権化は連邦全体のパフォーマンスにどの

ような影響を与えるのかである。近年の分権化研

究で主として論じられているのは，分権化が財政

規律あるいは経済成長に与える影響である（ 1）。分

権化の進展が経済パフォーマンスを改善するので

あれば，通貨同盟にとっては朗報である。反対に，

分権化がパフォーマンスを悪化させるのであれ

ば，現存の連邦国家に比較してはるかに分権化の
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進んだ通貨同盟にとって深刻な結果である。少な

くとも，通貨同盟を維持するためには分権化を後

退させる，すなわち各国財政をより中央集権的な

方向へ改革する必要があるということになり，広

い意味での政治統合も視野に入ってくるだろう。 

 第 2 の問いは，分権化を成功裏に進めるうえで

満たすべき条件が存在するのかである。分権化が

一義的に成功あるいは失敗につながるのではな

く，分権化が成功裏に機能するための条件がある

かもしれない。そうであれば，通貨同盟がそれを

満たしているのか，また満たしていないならばど

のように対処すべきかを考えなければならない。

対処策は，より中央集権的な方向への制度変更か

もしれないし，民主制への移行といった政治体制

の変更かもしれない。 

 

 財政の分権化と経済パフォーマンスの関係を見

る研究には，その経済成長への影響に着目するも

のと，政府部門の財政規律への影響に着目するも

のとがある。本稿では，通貨同盟の危機の潜在的

要因として加盟国政府の債務危機の可能性を考察

する観点から，財政分権化が地方政府の財政規律

に与える影響に焦点を当てる（ 2）。 

 

 以下，第 2 節では，財政の分権化が地方政府の

財政規律に与える影響について，理論的観点から

の議論を整理する。結果として，分権化は複数の

異なるメカニズムを通じて財政規律に対して正負

両方の効果を持ち得るため，最終的な効果はすぐ

れて実証的な問題であることを示す。続く第 3 節

では，いくつかの代表的な実証研究を引きつつ，

実証分析の結果を分ける 3 つの構成要素－（1）財

政の分権化の数値化，（2）財政規律の数値化，（3）

分権化と財政規律の関係の特定化－について論ず

る。第 4 節では，3 つの構成要素に関して最近の

実証研究の傾向をまとめ，いまだ決定的な実証結

果が提示されていないことを確認し，今後の方向

性を示唆する。また，通貨同盟への応用の観点か

らは，（3）の関数形の特定化において説明変数に

分権化指標と別の変数の交差項を入れること，そ

してその「別の変数」の選択が重要な意味を持つ

ことを論じる。 

2 財政の分権化と財政規律：理論的関係 

 理論的には，財政の分権化は地方財政に対して

正負いずれの効果も持ち得る。伝統的な規範的議

論（ 3）によれば，各地方の住民の選好が互いに異な

ることと，情報収集コストの存在を前提すると，

より低コストで住民の選好に関する情報を収集で

きる地方政府のほうが，中央政府より効率的に公

共財を供給できると考えられる。また，法的・倫

理的観点からも中央政府が地方ごとに公共財供給

に差をつけることは受け入れ難く，仮に中央政府

が地方に関する情報を低コストで収集できたとし

ても，地方政府への決定権の委譲が望まれること

になる。ところで，公共財供給の効率化は一般的

には財政支出の縮小を意味すると考えれば，財政

の分権化は財政収支の改善に寄与することにな

る。 

 Tiebout（1956）のモデルにおいては，財政の分

権化が地方政府間の競争を促進し，公共財供給の

効率性を改善するとされる。一国内における労働

や資本といった生産要素の移動性は高く，より効

率的な公共財供給（それはより低い税金という形

で生産要素を惹きつけるだろう）を求めて課税

ベースが移動することで非効率な地方政府が罰さ

れ，すべての地方政府に公共財供給の効率性を改

善するインセンティヴを与えるというのである。 

 Brennan and Buchanan（1980）は，財政の分権化

が中央政府による徴税という名の収奪行為を抑制

し，全体として政府部門の規模を縮小するのに貢

献すると論じている。国境を越えた生産要素の移

動は容易ではなく，中央政府は課税ベースを大き

く失うことなしに税率や課税対象を拡大すること

ができる。こうした強大な徴税能力は中央政府を

過大な市場介入に走らせ，結果として財政規模を

拡大させてしまう。中央政府の強力な徴税能力の

源泉は，生産要素の移動性の低さにある。中央政

府が税率を上げたとしても，労働や資本が即座に

国外へと脱出することはないだろう。一方で，一

国内の地方間の生産要素移動は比較的活発なた
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め，地方政府の徴税能力は中央政府に比較しては

るかに低い。結果として，徴税権を中央政府から

地方政府へと委譲するならば，政府部門の市場介

入は抑制され，財政規模は縮小するというのであ

る。 

 McKinnon（1997）は，財政の分権化には財政と

金融を分離させ，財政赤字の貨幣ファイナンスを

抑制する効果があるとしている。また，それによっ

て財政当局の予算制約がハード化し，財政規律が

維持されるようになると指摘している。すなわち，

財政政策を司る主体が複数になることで，金融政

策のステークホルダーが複数になる。したがって，

各地方政府は自らの意のままに金融当局を動かす

ことはできない。また，望ましい金融政策も地方

政府の数だけ存在し，協調して中央銀行に圧力を

かけることは困難になるだろう。こうして，財政

政策と金融政策とは意思決定の観点から分離する

ことになる。こうなると，財政当局が自らの債務

を中央銀行にマネタイズさせることは難しくな

り，財政当局は期待される税収の範囲内で支出お

よび借り入れを行うようになり，財政規律は強化

されることになる。 

 

 財政の分権化はこうした正の効果を持つと同時

に，財政規律を悪化させる負の効果を持ち得るこ

とも指摘されている。たとえば地方政府間の競争

は，一方で地方政府に公共財供給における効率化

を促すが，他方でより低い税金でより充実した公

共財供給を提示することで住民を引き付けようと

する誘因をもたらす。 

 また，地方公共財といっても，公共財である以

上は地方行政区の境界を超えた外部効果を有する

と考えられる。地方公共財に正の外部性が存在す

る場合には，その供給を地方政府に一任すること

で供給量は一国全体の社会厚生の観点からは過小

になる。このいわば「市場の失敗」を是正すべく

中央政府が一部の地方公共財供給を担うならば，

政府全体の財政支出に対する分権化の影響は比較

的小規模にとどまるか，場合によってはかえって

支出を増加させてしまうかもしれない。 

 さらに，もっとも深刻なのは，Rodden 他（2004）

が指摘するように，支出の決定権を委譲された地

方政府が，中央政府による事後的な救済を期待し

て過剰な支出を行う誘因を持ってしまう可能性で

ある。地方政府は，潤沢な資金を持つ（あるいは

強力な資金獲得能力を持つ）より上位の主体がい

る限り，その救済を期待してしまうかもしれない。

こうした期待が存在する状況で地方政府に多くの

支出権限を与えることは，税収をはるかに超えた

過剰な支出を借り入れによって賄う誘因を与えて

しまうだろう。自らの支出および借入を自らの収

入（現在および将来の税収）の範囲内に収めると

いう予算制約が，不十分な形でしか機能しなく

なってしまうという，いわゆる「ソフトな予算制

約」の問題である。結果として，地方政府の基礎

的財政収支は悪化し，債務が蓄積されていくこと

になる。 

 また，既に述べたように，分権化が地方政府間

の競争を促すならば，税率を抑えて支出を増加さ

せるインセンティヴが強く作用するため，事後的

救済の期待とあいまってますます多くの借り入れ

を行うことになると考えられる。同様に McKinnon

（1997）の議論も，地方政府の予算制約がハード

であることが大前提である。地方政府が中央銀行

による事後的救済を期待してしまえば，財政分権

化によっても金融と財政は分離されないだろう。 

 De Mello（2000）は，財政の分権化が必然的に

revenue-sharingを伴うことから，いわゆる共有資

源問題（common pool problem）が発生し，地方政

府の支出が過大になる可能性を指摘している。す

なわち，生産要素の移動性によって地方政府の徴

税能力は制限されているため，実際には収入の多

くを中央政府からの移転に頼らざるを得ない。と

ころで，この中央政府からの移転の原資は，中央

政府によって国民全体から集められた税収であ

る（ 4）。これによって地方政府の支出を賄うこと

は，文字通り国民の負担によって一部の地方住民

に便益を供与することに他ならず，便益を享受す

る主体と費用を負担する主体の分離を引き起こ

し，地方政府の支出を過剰にするだろう。 

 

 このように，理論的には財政の分権化は財政規
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律に対して相反する 2 つの効果を同時に持ち得る

ため，その最終的な効果を理論的考察のみで決す

ることはできない。したがって，多くの研究は世

界各国の分権化のデータを検討し，財政パフォー

マンスに与えた効果を実証的に検討することに向

けられてきた。次節では，いくつかの代表的な研

究に言及しつつ，この分野の実証研究を構成する

3 つの要素を整理する。3 つの構成要素とは，（1）

財政の分権化の計測・数値化，（2）財政規律への

影響の計測・数値化，そして（3）分権化と財政規

律の関係の特定化・関数形の選択である。 

3 財政の分権化と財政規律：実証研究 

 財政の分権化が財政規律に与える影響を検討し

ようとするとき，もっとも自然なアプローチは，

財政収支や政府債務を被説明変数に，財政分権化

の度合いを表す数値を説明変数に設定した回帰式

を推定することであろう（ 5）。 

3.1 分権化の測定 

 財政の分権化の効果を数量的に見るためには，

何よりも分権化の度合いを数量化しなければなら

ない。そして，分権化の度合いを数量化するため

には，分権化が何を意味するのかを定義し，どの

ような要素から構成されるのかを明確にしなけれ

ばならない。それぞれの構成要素におけるある国

の到達度を数量化し何らかの方法で合成すること

で，当該国の分権化の度合いを表すひとつの指標

を作り上げることができるだろう。 

 しかし，実際にはほとんどの実証研究において

こうした合成作業は行われていない。多くは，一

般政府の支出に占める地方政府による支出の割合

といった単一の数値を計算し，これを財政分権化

の度合いの代理変数として用いている。あるいは，

分権化には複数の次元があることを認めて複数の

異なる指標を計算する場合であっても，それらを

合成して単一の指標とするようなことは，今のと

ころ行われていない。それぞれの指標を説明変数

とした回帰式を別々に推定するにとどまってい

る。 

 では，具体的にはどのような指標が計算され，

用いられているのであろうか。最も多いものが，

地方政府の支出額に着目する指標である。伝統的

な分権化研究によれば，おそらく財政の分権化の

最も重要な要素は，多くの（地方）公共財の供給

に関する意思決定を地方政府が担うということで

あろう。そうであれば，中央政府が意思決定し実

施していた支出の多くが，分権化の進展とともに

地方政府によって行われるようになる。したがっ

て，一般政府の支出額が変化しないならば，地方

政府による支出の比率が増加することになる。そ

こで，多くの実証研究において，一般政府の支出

に占める地方政府の支出の比率が分権化の指標と

して採用されている。 

 地方政府支出シェアの上昇を「支出の分権化」

とするならば，我々は地方政府の収入にも目を向

けるべきであろう。すなわち，いかに地方政府に

よる支出が増加したとしても，その原資が中央政

府からの移転によって賄われるのであれば，支出

内容は事実上中央政府によって事前に決められて

いる可能性がある（ 6）。この場合，地方政府は中央

政府の予算計画の単なる代理執行人にすぎず，自

律的な意思決定を行うという意味での分権化が進

んでいるとは言えない。自律的な資金調達が少な

ければ，結果として地方政府が自らの意思によっ

て行えることは限定されてしまうからである。実

質的な分権化の進展には，自律的な資金調達によ

る支出が増えることが重要である。ところで，地

方政府の自律的な資金調達とは，何より地方税に

よる収入を意味する。したがって，地方政府の収

入に占める地方税収の比率もまた，財政分権化の

度合いを収入面から表す重要な指標となる。なお，

こうした「収入の分権化」は，中央政府が保持す

る課税ベースを地方政府へと委譲することで実現

するであろう。 

 なお，各国における地方政府の支出・収入を比

較可能な形で，比較的長期に渡って整備している

数少ない統計が，国際通貨基金（ IMF）による

Government Finance Statistics（GFS）である。し 

たがって，多くの研究において，地方政府の支出・ 

収入の分権化の指標は GFS データから作成され
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ている。 

 

 これに対し，Ebel and Yilmaz（2002）は，GFS

は一貫した基準で多くの国の地方財政を数値化し

ているため，クロスカントリー分析に極めて有益

であることは認めつつも，実質的な分権化の度合

いを測るためのデータとしては多くの問題を含ん

でいることを指摘している。たとえば，GFS にお

いては，中央政府からの指示によって地方政府が

実行した支出や，純粋に中央政府の代理で行った

支出も「地方政府の支出」に含まれている。これ

らの支出の決定には地方政府の意思がほとんど介

在しておらず，分権化の要素を含んでいないこと

は明らかであろう。 

 また，地方政府の収入に関しても，GFSは中央

政府の税収の一部から自動的に地方政府に移転さ

れる税収（ 7）と，地方政府の責任と権限によって徴

収する税金とを区別していない。前者は中央政府

がコントロールする税からの移転であり，地方政

府の裁量の余地は全くない。この部分がいくら増

えたところで，資金調達における地方の自律性が

高まるわけではなく，分権的意思決定に資するこ

とはないだろう。さらに，中央政府からの移転に

ついても，支出内容について条件のついたものと

一般財源に組み込んでよいものとがあるが，GFS

は両者を区別していない。後者は使途が縛られて

いないため，地方政府の支出に関する意思決定の

自律性を高めると考えられるが，前者は自律性の

向上にほとんど貢献しないだろう。 

 こうした特徴を考慮すれば，GFS から計算され

る分権化指標は必ずしも実質的な分権化の度合い

を捉えていないことになる。一般政府支出に占め

る地方政府支出のシェアについては，分権化を過

大評価してしまう傾向がある。地方政府収入に占

める地方税収のシェアについても，同様に過大評

価の危険が伴う。Ebel and Yilmaz は，こうした分

権化の測定誤差が回帰式の推定結果にも無視でき

ない影響を与えると論じている。 

 

 こうした GFS の問題点を部分的に克服すべく，

Stegarescu（2004）は OECD によるデータを用い

て新たな分権化指標を作成，提示している。すで

に述べたように，一口に地方政府の税収といって

も，地方政府自身の裁量が大きく働くものとそう

でないものとがある。仮に地方政府の収入に占め

る税収の割合が上昇したとしても，使途あるいは

税率や課税ベースがほとんど中央政府によって決

定されるのであれば，地方政府の自律的な意思決

定の範囲が拡大したとは言えない。同様に，たと

え中央政府からの移転であっても，地方政府の一

般財源に組み込まれる，用途の限定されないもの

であれば，比較的地方政府の自律性は高いと言え

るだろう。 

 Stegarescu は，裁量の余地の大小によって地方

政府の収入を詳細に分類し，地方政府の意思決定

の自律性をより厳密に考慮した分権化指標を提示

した。具体的には，まず地方政府の税収を次の 4 

種類に分類している。 

 

（a） 地方政府が税率・課税ベースの両方あるい

はいずれかを決定できる税。 

（b） 地方政府が取り分を完全に決定できるか，

あるいは地方政府の同意なしに中央政府に

取り分を変更されることのない共有税。 

（c） 中央政府によって一方的に変更されてしま

う共有税。 

（d） 中央政府が税率・課税ベースを決定する税。 

 

この分類に従って，地方政府が中央政府に対して

税の観点からどの程度自律しているかを測るべ

く，次の数値を計算している。 
 

税の分権化の指標＝
地方政府の自律的な税収

一般政府の税収
 (1) 

 

地方政府の税の自律性をもっとも厳密に表すなら

ば，（1）式の分子に（a）に分類される税収のみを

持ってくることになる。GFS データを用いる場合

は，（a）から（d）のすべてが分子にカウントされ

ることになる。 

 同じ国について，Stegarescu の指標と GFS に基

づいた従来の指標を比較してみよう。図表 1 は，

両方の指標に基づいたOECD諸国の分権化度の順 
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図表 1 GFS 指標と Stegarescu 指標の整合性（1）：分権化の国際間比較 

 
（出所）Stegarescu（2004）の p.15 の Table 3 および p.19 の Table 6 をもとに筆者作成。 

 

図表 2 GFS 指標と Stegarescu 指標の整合性（2）：分権化の時系列変化 

 
（出所）Stegarescu（2004）の p.15 の Table 3 および p.19 の Table 6 をもとに筆者作成。 

（注）外れ値としてスペインを除いている。 
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位をプロットしたものである。ただし，Stegarescu

指標は分子に（a）のみを含めたものを用いている。

また，Stegarescu 指標は 1996-2001 の平均値を，

GFS 指標は 1999-2001 の平均値をもとに計算され

ている。各国の順位のペアを表す点が 45 度線上に

集まるほど，両方の指標の整合性が高いことを意

味する。 

 半数程度の国はほぼ 45度線上に位置している 

が，残りの半数は外れている。中でもドイツ，ス

ペイン，スウェーデン，オーストリア，オランダ，

アイスランドは大きく外れており，GFSに基づい

た指標とStegarescu指標とで分権化の評価に大き

な差が出ている。これは，クロスセクション分析

を行う際の困難を示している。たとえば，ドイツ

とアイスランドの財政パフォーマンスの差は，

GFS指標を用いるならば，アイスランドのほうが

分権化が進
・

ん
・

で
・

い
・

る
・

ことによって説明しなけれ

ばならない。一方，Stegarescu指標を用いるならば，

同じものをアイスランドのほうが分権化が遅
・

れ
・

て
・

い
・

る
・

ことによって説明しようとすることにな

る。指標の選択は推定結果に影響してしまうと考

えられる。 

 次に，各国の分権化の時系列変化を見てみよう。

図表 2 は，GFS指標およびStegarescu指標の時系列

変化（GFSについては 1970-75 平均と 1996-2001

平均の差。Stegarescuについては 1965-67 平均と

1999-2001 平均の差）を各国ごとにプロットした

ものである（ 8）。おおよそ右上と左下のエリアに収

まっていれば，両方の指標で際立った違いはない

と言えよう。 

 図表 2 を見ると，いくつかの国が左上のエリア

に入っていることがわかる。これらの国は，GFS

指標ではこの期間に分権化が後退したと判定され

るが，Stegarescu指標では逆に分権化が進展したと

判定されることになる。これは，たとえば次のこ

とを意味する。この期間のスウェーデンの財政パ

フォーマンスの変化を，GFS指標を用いた推定は

分権化の後
・

．．退
・

．によって説明しようとするが，

Stegarescu指標を用いた推定は分権化の進
・

展
・

によっ 

て説明しようとする。当然，異なる結果が得られ

るだろう。 

 このように，GFS 指標と地方政府の自律性を考

慮した Stegarescu 指標とは必ずしも整合的な動き

を見せていない。したがって，分権化の進展が財

政パフォーマンスに与える影響を検討する際に

は，現状ではある種のトレードオフに直面せざる

を得ない。すなわち，地方政府の意思決定の自律

性の厳密な数量化をとるか（Stegarescu），先進国

から途上国までを含んだデータの包括性をとるか

（GFS），研究者は悩ましい決断をしなければなら

ないのである。 

3.2 分権化の効果の測定 

 3.1 では，分権化の計測についての問題を検討し

たが，同様の議論は分権化の結果を測る際にも起

こり得る。ここでの仮説は，分権化が地方政府の

財政規律を悪化させ，中央政府による救済あるい

は中央銀行による貨幣ファイナンスを通じてマク

ロ経済を不安定化する，というものである。ここ

から明らかなように，分権化の直接の結果は地方

財政の悪化である。したがって，被説明変数には

地方政府の財政収支あるいは財政赤字を持ってく

るのが適当なように思われる。 

 一方で，Baskaran（2012）が指摘するように，

地方の財政規律の悪化が地方財政の悪化に結びつ

かないケースも十分に考えられる。たとえば，地

方政府が事前の意味で収入を超える支出を行おう

とするとき，その時点で中央政府に追加的な財政

移転を願い出るかもしれない。中央政府がこれに

応じて事後的に追加移転を行うならば，統計上は

地方の財政収支は悪化しない。すなわち，財政破

たんに陥るような放漫財政であっても，実際に破

たんする前に事実上の救済が行われるならば，地

方の財政規律の悪化は地方財政そのものには表れ

ないのである。このような場合，地方政府の財政

収支・財政赤字は財政規律への影響を十分に反映

できておらず，被説明変数として適当ではない。 

 我々が最終的に問題としているのは，中央政府

の赤字・債務が拡大しマクロ経済安定化機能が十

分に働かなくなること，あるいは中央政府が中央

銀行に貨幣ファイナンスを強要し，物価が制御で

きなくなることである。この観点からは，地方政
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府の財政収支の悪化ではなく，それが中央政府の

財政悪化につながるかどうかが重要であるという

見方もできる。実際，De Mello（2000）や Fornasari

他（2000）は，地方政府の財政赤字を被説明変数

とした推定に加え，中央政府の財政収支を被説明

変数とした回帰式の推定も行っている。 

 しかし，たとえ中央政府が地方政府を救済する

場合であっても，地方政府の財政悪化が中央政府

の財政に反映されるまでには一定の時間がかかる

可能性がある。すなわち，分権化の進展がまず地

方財政の悪化を引き起こし，一定のラグを伴って

中央政府の財政を悪化させると考えるのが妥当

であろう。このとき，ある年の分権化の進展はそ

の年の中央財政ではなく，何年か先の中央財政に

影響を与えると想定し，説明変数にラグ付の分権

化指標を含めた推定を行うことが考えられる。

Fornasari 他（2000）は，説明変数に同時期の分権

化指標と 1 期前のそれとを含めた推定を行い，1 

期前の係数を有意に推定している（同時期の係数

は有意に推定できていない）。 

 ただし，被説明変数に中央政府の財政収支を採

用する場合でも，分権化の進展との間にどの程度

の時間差を仮定するかという問題が生じる。技術

的には，説明変数である分権化指標にどの程度の

ラグを設定するかという別の新たな問題が生じて

しまう。そこで，第 3 の選択肢として，一般政府

の財政収支を説明変数に採用することが考えられ

る。すなわち，文字通り地方政府の財政収支が悪

化する場合でも，中央政府による追加移転が行わ

れ地方財政収支は変化せず，中央政府の財政収支

が悪化する場合でも，中央と地方を合わせた一般

政府の財政収支であればいずれの変化もとらえる

ことができる。実際，最近の研究では，地方政府

の財政規律への影響を一般政府の財政収支の変化

でとらえようとすることが多く，Baskaran（2012）

や Neyapti（2010）は一般政府の財政収支を用いた

回帰式のみを推定している。 

 もちろん，一般政府の財政収支もすべてを解決

してくれる万能の変数ではない。もとより一般政

府の財政収支は財政分権化の進展のみによって決

定されるわけではなく，他の多くの要因の影響を

受けると考えられる。したがって，回帰分析にお

いて分権化の影響を正確に測るためには，それら

別の要因による影響をコントロールしなければな

らない。ところで，被説明変数がカバーする範囲

を中央政府と地方政府の両者に拡大するならば，

コントロールする要因の範囲もその分だけ拡大す

ると考えられ，自ずとその選択に気を配る必要性

が増すことになる。 

 

 これらに加えて，Fornasari 他（2000）は中央政

府と地方政府の財政支出（対 GDP 比）を説明変数

とした推定も行っている。しかし，これらは一般

的には政府部門の大きさを表すと考えるべきであ

り，財政規律を測る指標としては収入との差額と

して定義される財政収支のほうが適切であろう。

ただし，税収が GDP とともに増加する可能性を考

えれば，財政支出の GDP 比をとることで，ある程

度収入面の変化を調整しているとみることもでき

る。 

3.3 分権化の効果の非線形性：良い分権化と悪い

分権化 

 第 2 節で見たとおり，財政の分権化は，理論的

側面から言えば，ある経路を通じて地方政府の財

政規律にプラスの影響を与えるが，同時に別の経

路を通じてマイナスの影響も与えうる。この理論

上の曖昧さに対して，トータルの効果の方向を

データによって特定しようというのが実証分析の

趣旨である。このとき，分権化の代理変数と財政

規律の代理変数との間にどのような関数関係を仮

定するのが適当であろうか。 

 ここで，分権化の指標を 𝑋1（分権化が進んでい

るほど大きな値をとる），一般政府の財政赤字の大

きさを 𝑌，εを誤差項としよう。財政規律と分権化

の関係について以下の（2）式を推定するとき，そ

れは分権化のトータルの効果があらゆる条件下で

一定値 𝛽であることを仮定している。 
 

𝑌 = 𝛼 + 𝛽𝛽1 + ε (2) 
 

 この仮定は妥当であろうか。第 2 節でみたよう

に，分権化が同時に正負の効果を持ち得ると考え
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るのであれば，むしろ条件によって正の効果が負

の効果を凌駕したり（トータルでは財政規律を改

善する），負の効果が正の効果を凌駕したりする

（トータルでは財政規律を悪化させる）と仮定す

るほうが自然ではないだろうか。すなわち，ある

条件の下では分権化の進展は財政規律を改善する

が，別の条件のもとでは悪化させるというように，

分権化のトータルの効果の方向は，何か別の要因

に依存するのである。佐藤（2009）の言葉を借り

れば，「良い分権化」と「悪い分権化」が存在する

のである。実際，Rodden 他（2003）による様々な

国の事例研究は，財政規律という観点から見ると，

分権化がうまく機能するケースとそうでないケー

スとが存在する現実を浮かび上がらせている。 

 分権化の効果がその他の要因に依存する可能性

を取り入れるということは，技術的には推定式に

交差項を含めることを意味する。ここで，分権化

の影響に作用する第三の要因を想定し，それを 𝑋2
で表そう。以下の（3）式のように，右辺に分権化

指標と第三の要因の積の項を含めることで，分権

化の影響が第三の要因によって左右される可能性

を取り込むことができる。 
 

𝑌 = 𝛼 + 𝛽1𝑋1 + 𝛽2𝑋1𝑋2 + 𝜀 (3) 
 

(3）式を分権化指標について偏微分すると 
 

𝜕𝑌
𝜕𝑋1

= 𝛽1 + 𝛽2𝑋2 (4) 

 

となり，分権化の追加的な進展による財政赤字へ

の影響が第三の変数 𝑋2に依存することがわかる。

ここで，仮に 𝛽1 < 0,  𝛽2 > 0 であれば，分権化の

進展は 𝑋2が十分に小さいときには財政赤字を縮

小し，𝑋2が大きくなるにつれてその効果は縮小

し，やがて財政赤字を拡大するようになることを

意味する。すなわち，第三の変数の大きさによっ

て分権化の進展が財政規律を改善することもあれ

ば悪化させることもある，ということである。 

 分権化の影響を左右する第三の要因として，こ

れまでの研究では主として制度的な要因が取り上

げられてきた。De Mello（2000）は，支出の分権

化の効果が地方政府の収入の中央政府への依存度

に影響されると考え，中央政府からの移転への依

存度と分権化指数の交差項を導入し，推定を行っ

た。地方政府が収入面で中央政府に依存している

かどうかで，支出の決定権を委譲された場合のイ

ンセンティヴが異なるという想定である。結果と

して，交差項の係数は財政収支を悪化させる方向

に推定されている。支出の分権化単独の係数も財

政収支を悪化させる方向に推定されているため，

このことは以下のように解釈できよう。すなわち，

支出の分権化は必ず地方政府の財政規律を悪化さ

せるが，中央政府からの移転への依存度が高いほ

どその効果は大きい。 

 Fornasari他（2000）は，分権化の効果を左右す

る要因として，中央銀行の独立性，地方選挙の有

無，体制転換の有無，連邦制の有無，為替レート

制度を検討している。支出の分権化とこれらの要

因との交差項の係数は，連邦制の有無を除いて有

意に推定されていない。唯一，連邦制との交差項

のみ有意に推定されている。分権化の単独項の係

数は財政規律を悪化させる方向に，交差項は改善

させる方向に推定されている。したがって，分権

化のマイナスの影響は連邦制を採用している場合

にはいくらか緩和され得ることを示している（ 9）。 

 Neyapti（2010）は，第三の要素として（1）人口，

（2）民族多様性，（3）地方選挙の有無，（4）ガバ

ナンスを検討している。ガバナンスについては

Kaufmann 他（2002）によるガバナンス指標を用い

ている。支出の分権化とこれらの要素の交差項は

いずれも有意に推定されている。支出の分権化の

独立効果は財政規律を改善する方向に推定されて

いる。一方で，人口との交差項については分権化

の財政規律改善効果を拡大する方向に推定されて

いる。したがって，人口が大きいほど分権化の財

政規律改善効果が拡大することになる。これは，

人口の増加が国民の選好の多様性を拡大するた

め，テーラーメードの公共財供給による財政支出

の効率化が分権化のマイナス効果を上回るためと

解釈できる。 

 これに対し，民族の多様性，地方選挙およびガ

バナンスは，分権化の財政規律改善効果を縮小さ

せると推定されている。特定の民族が地理的に偏
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在していることを考慮すると，分権化はそれぞれ

の地方への利益誘導的なインセンティヴを強化し

てしまうため，共有資源問題を悪化させると理解

できるだろうか。地方選挙が存在する場合には，

地方政府は選挙民を強く意識するようになり，分

権化はそれぞれの地方への利益誘導を追及する手

段を与えてしまうと解釈できる。また，Brennan 

and Buchanan（1980）に従って，分権化がレヴァ

イアサン的な中央政府を抑制する効果を持つなら

ば，もともとガバナンスの機能している（したがっ

てレヴァイアサンを抑制できている）状況では分

権化の効果は小さくなるであろう。いずれの場合

も，極端なケースでは分権化の効果が逆転する可

能性もある。 

 これらに加えて，Neyaptiは地方政府に課される

借入制約の効果も検討している。借入制約の有無

は，常識的には分権化による財政規律の悪化を抑

制するように思われる。実際，De Grauwe（2014）

によれば連邦制を採用する多くの国で地方政府の

借入には何らかの制約が課されている。しかし，

借入制約と分権化指標の交差項の係数は有意に推

定されていない（ 10）。交差効果のみならず，借入制

約の独立の効果も有意に推定されていない。この

ことは，ユーロ圏において加盟国政府の財政赤

字・政府債務に上限を課す安定成長協定が，所期

の効果を発揮しないことを示唆すると解すること

もできる。ユーロ圏が，南欧諸国のような同盟国

政府の債務問題に今後も苛まれるとすれば，通貨

同盟の存続には財政面の分権的意思決定がもたら

すマイナスの効果を低減する何らかの処置が必要

不可欠であろう。 

 

 分権化の効果が変化する可能性をとらえるに

は，（5）式のように推定式に分権化指標の二乗項

を導入する方法もある。 
 

𝑌 = 𝛼 + 𝛽1𝑋1 + 𝛽2𝑋12 + 𝜀 (5) 
 

この式を分権化指標 𝑋1で偏微分すると 
 

𝜕𝜕
𝜕𝑋1

= 𝛽1 + 𝛽2𝑋1 (6) 

 

となり，追加的な分権化の効果がその時点での分

権化の度合いに影響されることがわかる。すなわ

ち，すでに分権化が進んだ国と分権化の進んでい

ない国とでは，追加的な分権化が財政規律に与え

る効果が異なるという仮定である。 

 さらに，仮に𝛽1 < 0, 𝛽2 > 0 と推定されるなら

ば，分権化の進んでいない段階では追加的な分権

化が財政規律を改善するよう作用するが，その効

果は分権化の進展とともに縮小することを意味す

る。そして，極度に分権化が進んだ状況では，さ

らなる分権化はむしろ財政規律を悪化させること

が想定される。これは，財政規律の観点からは分

権化の最適値が存在することを示している。すな

わち，完全な中央集権体制や，中央政府の公共財

供給がほぼゼロであるような完全な分権化より，

適度な分権化のほうがよい結果をもたらすのであ

る。 

 Baskaran（2012）は前述の Stegarescu 指標を用

いて（5）式のような二乗項を含む式を推定し，

𝛽1 < 0, 𝛽2 > 0 という結果を得ている。すなわち，

当初分権化は財政規律を改善する効果を持つが，

分権化が進むにつれてその効果は縮小し，やがて

財政規律を悪化させるようになるのである。

Baskaran はこの実証結果の背後のロジックを次の

ように説明している。すなわち，ある国が財政の

分権化を進める際には，公共財供給責任の委譲に

対して収入源の委譲が過小になる傾向がある。こ

れは，多くのケースで分権化は悪化した中央政府

の財政を立て直すための手段として実行され，支

出の責任だけが中央政府から切り離されるためで

ある。このような支出と収入の割当の乖離は当初

は小さいが，支出の分権化が進むにつれて乖離は

拡大し，分権化の負の効果が正の効果を凌駕する

ようになる。 

 Baskaran の説明が示唆するのは，支出の分権化

と地方政府の収入の自律性とが相互に作用しつつ

財政規律に影響を与えるということである。これ

は，この節で論じてきた交差項の考え方にも通じ

る。すなわち，収入の自律性と支出の分権化との

交差項を導入することで，二乗項を用いなくとも，

分権化の効果の方向が入れ替わる可能性を包含す 



  

分権化と地方政府の財政規律：実証研究の再検討 

73 

図
表

3 
代
表
的
な
実
証
研
究
に
お
け
る
変
数
と
推
定
結
果

 

 
B

as
ka

ra
n
（

2
0
1
2
）

 
N

ey
ap

ti
（

2
0
1
0
）

 
D

e 
M

el
lo
（

2
0
0
0
）

 
F
o
rn

as
ar

i 
et

 a
l.
（

2
0
0
0
）

 

被
説

明
変

数
 

一
般

政
府

の
基

礎
的

財
政

収
支

の
赤

字
（

G
D

P
比

）
 

一
般

政
府

の
財

政
赤

字
（

G
D

P
比

）
 

(D
.1
）

中
央

政
府

の
財

政
赤

字
 

(D
.2
）

地
方

政
府

の
財

政
赤

字
 

（
い

ず
れ

も
G

D
P
比

）
 

中
央

政
府

の
基

礎
的

財
政

収
支

の
赤

字
 

（
G

D
P
比

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

説
明

変
数

 
（

分
権

化
の

 
 

代
理

変
数

）
 

(I
D

.1
）

税
率

・
課

税
ベ

ー
ス

を
地

方
政

府
が

決
め

，
か

つ
そ

の
税

収
が

全
て

地
方

政
府

に
帰

属
す

る
税

か
ら

の
収

入
の

一
般

政
府

の
全

税
収

に
対

す
る

比
率

 
(I
D

.2
）

中
央

と
地

方
の

共
有

税
の

中
で

，
地

方
の

合
意

な
し

に
配

分
比

率
を

変
更

で
き

な
い

税
か

ら
の

収
入

の
一

般
政

府
の

全
税

収
に

対
す

る
比

率
 

い
ず

れ
も

S
te

ga
re

sc
u（

2
0
0
5
）
よ

り
。
 

(I
D

.1
）
総

政
府

支
出

に
占

め
る

地
方

政
府

の
支

出
の

割
合

（
支

出
の

分
権

化
）

 
(I
D

.2
）
総

政
府

収
入

に
占

め
る

地
方

政
府

の
収

入
の

割
合

（
収

入
の

分
権

化
）

 
い

ず
れ

も
G

F
S
か

ら
計

算
。

 

総
政

府
支

出
に

占
め

る
地

方
政

府
に

よ
る

支
出

の
比

率
（

支
出

の
分

権
化

）
。

G
F
S

か
ら

計
算

。
 

(I
D

.1
）
地

方
政

府
に

よ
る

支
出
（

G
D

P
比

）
 

(I
D

.2
）

地
方

政
府

の
税

収
（

G
D

P
比

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

対
象

国
 

O
E
C

D
加

盟
先

進
国

2
3
ヵ

国
 

先
進

国
と

途
上

国
を

合
わ

せ
た

1
6
ヵ

国
。

 
先

進
国

と
途

上
国

を
合

わ
せ

た
3
0
ヵ

国
。
 

先
進

国
と

途
上

国
を

合
わ

せ
た

3
2
ヵ

国
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
交

差
項

 
な

し
。

 
た
だ
し
，
分
権
化
変
数
の
二
乗
項
あ
り
。

 
(a
）
人

口
（

規
模

）
，

(b
）
民

族
多

様
性

，
(c
）
地

方
選

挙
の

有
無

，
(d
）
ガ

バ
ナ

ン
ス

と
，
分

権
化

変
数

の
交

差
項

。
 

地
方

政
府

の
移

転
へ

の
依

存
度

と
分

権
化

指
標

の
交

差
項

。
 

(a
）
中

央
銀

行
の

独
立

性
，

(b
）
地

方
政

府
の

借
入

制
約

，
(c
）
連

邦
国

家
か

単
独

国
家

か
，

(d
）
地

方
選

挙
の

有
無

，
(e
）
直

近
の

政
治

体
制

の
変

化
の

有
無

，
(f
）
為

替
レ

ー
ト

制
度

と
，

地
方

政
府

支
出

の
交

差
項

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

分
権

化
の

効
果

 

（
一

次
項

）
 

(I
D

.1
）

財
政

規
律

を
改

善
す

る
。

 

(I
D

.2
）

財
政

規
律

を
改

善
す

る
。

 

(I
D

.1
）

財
政

規
律

を
改

善
す

る
。

 

(I
D

.2
）

財
政

規
律

を
改

善
す

る
。

 

(D
.1
）

財
政

規
律

を
悪

化
さ

せ
る

。
 

(D
.2
）

財
政

規
律

を
悪

化
さ

せ
る

。
 

(I
D

.1
）

財
政

規
律

を
悪

化
さ

せ
る

。
 

(I
D

.2
）

有
意

に
推

定
さ

れ
な

い
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

分
権

化
の

効
果

 

（
交

差
項

，
 

 
2
次

項
）

 

＊
2
次

の
項

の
効

果
 

(I
D

.1
）

分
権

化
が

進
む

ほ
ど

財
政

規

律
改

善
効

果
は

縮
小

し
，
や

が
て

財
政

規
律

を
悪

化
さ

せ
る

よ
う

に
な

る
。

 

(I
D

.2
）

有
意

に
推

定
さ

れ
て

い
な

い
。
 

(I
D

.1
）

分
権

化
の

規
律

効
果

は
，

人
口

（
国

家

の
規

模
）

と
と

も
に

強
ま

り
，

ガ
バ

ナ
ン

ス
の

向
上

，
地

方
選

挙
，

民
族

多
様

性
の

増
加

と
と

も
に

減
少

す
る

。
分

権
化

が
財

政
規

律
を

悪
化

さ
せ

る
効

果
を

持
つ

可
能

性
も

あ
る

。
 

(I
D

.2
）

分
権

化
の

規
律

効
果

は
，

人
口

（
国

家

の
規

模
）

と
と

も
に

強
ま

り
，

地
方

選
挙

と
と

も
に

減
少

す
る

。
分

権
化

が
財

政
規

律
を

悪
化

さ
せ

る
効

果
を

持
つ

可
能

性
も

あ
る

。
ガ

バ
ナ

ン
ス

お
よ

び
民

族
多

様
性

と
の

交
差

効
果

は
有

意
で

な
い

。
 

(D
.1
）
分

権
化

の
規

律
効

果
は

，
移

転
へ

の
依

存
度

が
高

ま
る

に
つ

れ
て

低
下

し
て

い
く

。
 

(D
.2
）

交
差

項
を

推
定

し
て

い
な

い
。

 

(I
D

.1
）

分
権

化
が

財
政

規
律

を
悪

化
さ

せ

る
効

果
は

，
連

邦
制

の
下

で
は

縮
小

さ
れ

る
。

場
合

に
よ

っ
て

は
分

権
化

が
財

政
規

律
を

改
善

す
る

可
能

性
も

あ
る

。
そ

の
他

の
交

差
項

の
効

果
は

有
意

に
推

定
さ

れ
て

い
な

い
。

 

（
出

所
）

B
as

k
ar

an
（

2
0
1
2
）
，

N
ey

ap
ti
（

2
0
1
0
）
，

D
e 

M
el

lo
（

2
0
0
0
）
，

F
o
rn

as
ar

i
他

（
2
0
0
0
）

を
元

に
筆

者
作

成
。

 
（

注
1
）

 複
数

の
被

説
明

変
数

を
採

用
し

て
い

る
場

合
に

は
（

D
.1
）（

D
.2
）
で

表
す

。
ま

た
，
複

数
の

説
明

変
数

を
採

用
し

て
い

る
場

合
に

は
（

ID
.1
）（

ID
.2
）
は

説
明

変
数

の
番

号
を

表
す

。
分

権
化

の
効

果
に

つ
い

て
は

，
各

説
明

変
数

に
つ

い
て

の
推

定
結

果
を

（
ID

.1
）
（

ID
.2
）

と
し

て
記

し
て

い
る

。
同

様
に

，
複

数
の

被
説

明
変

数
が

あ
る

場
合

に
は

，
各

々
の

被
説

明
変

数
に

対
す

る
推

定
結

果
を

（
D

.1
）
（

D
.2
）

と
し

て
記

し
て

い
る

。
 

（
注

2
）

 各
論

文
の

全
て

の
実

証
結

果
を

載
せ

て
い

る
わ

け
で

は
な

い
。

本
稿

と
関

連
の

深
い

部
分

の
み

を
掲

載
し

て
い

る
。

 



分権化と地方政府の財政規律：実証研究の再検討 

74 

ることができる。さらに，（7）式のように二乗項

と交差項を併用するならば，最適な分権化の度合

いが他の条件によって変化する可能性を捉えるこ

ともできる。 
 

𝑌 = 𝛼 + 𝛽1𝑋1 + 𝛽2𝑋12 + 𝛽3𝑋1𝑋2 + 𝜀 (7) 
 

財政赤字を最小化する分権化の条件は（8）式のよ

うになるが（ 11），これは最適な分権化の度合いが第

三の要因𝑋2に依存していることを表している。 
 

𝛽1 + 2𝛽2𝑋1 + 𝛽3𝑋2 = 0 (8) 
 

どの程度の分権化が望ましいかは様々な条件に

よって異なるということは，すべての国が同じよ

うに分権化すればよいというわけではないことを

示唆しており，より現実的な設定と言えよう。 

4 終わりに 

 理論的なレベルでは，財政の分権化を進めて公

共財供給の権限を地方政府に移譲していくこと

は，複数の異なる経路を通じて地方政府の財政規

律にプラスにもマイナスにも左右する。したがっ

て，それらを合計した最終的な効果の方向はすぐ

れて実証的な問題であり，実際に世界各国のデー

タを用いた実証研究が多くなされつつある。しか

し，実証研究からは決定的な結果は提示されてお

らず，既存の分析方法・結果を比較し，精査しつ

つ，少しずつ異なる枠組みで検証を繰り返してい

くことが要請されている。 

 本稿で整理した，実証研究を特徴づける以下の 

 3 つの構成要素は，既存研究を精査するに際して

有用であろう。 

(1) 財政の分権化の指標：財政の分権化をどのよ

うに定義・数量化しているかは，分析の結果

に影響する重要な要素である。カバーする国

の包括性の観点からは IMF による統計が有

用であるが，収入源の自律性を考慮した

Stegarescu（2004）の指標は IMF 指標とは異

なった情報を与えてくれる。 

(2) 財政規律の指標：分権化の進展によって財政

規律に生じた変化をどこで見るかも，分析者

によって異なるところである。直接的な結果

である地方政府の財政収支を見る場合，地方

財政とマクロ経済をつなぐ中央政府の財政収

支を見る場合，そして両者を合わせた一般政

府の財政収支に注目する場合がある。 

(3) 分権化と財政赤字の関係：分権化の効果がい

かなる条件下でも一定であると仮定するなら

ば，分権化指標について線形の回帰式を推定

すればよい。一方で，分権化がうまく機能す

る場合とそうでない場合があることを想定す

るならば，分権化の 2 次の項や他の変数との

交差項を含む非線形の回帰式を推定する必要

がある。 

 

 財政分権化の指標については，現在でも IMF の

GFS は多用されており，可能な限り両方の指標を

用いた推定を実行することが望ましいと言える。

特に，途上国と先進国における分権化の効果を考

察するような場合には，GFS に頼らざるを得ない

だろう。一方，財政規律の代理変数としては，近

年は一般政府の財政収支を採用するのが主流のよ

うである。 

 先進諸国と中南米諸国における分権化の事例を

比較すると，分権化の成否を左右する第三の要因

があると考えるのが自然である。したがって，分

権化と財政赤字を結びつける関数は非線形とする

のが妥当と考えられる。しかし，第三の要因に何

を取り込むかは研究者によって大きく異なる場合

もあり，理論および実証の両面でさらに検討が必

要である。特に，通貨同盟への適用を視野に入れ

るならば，財政の分権的意思決定が機能するため

の第三の要因を特定することは，今後のユーロ圏

経済のパフォーマンスを占う上でも，またユー

ロ・システム改革の方向性を示す上でも重要な貢

献をなすであろう。 

 

 なお，（1）から（3）の特定の組み合わせが特定

の結論を導きやすいというようなはっきりとした

傾向は，いまのところ見受けられない。したがっ

て，現段階では，分権化の効果についてロバスト

な結果が得られるようになるまで，様々な組み合
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わせの可能性を試していくことが必要である。 

 

 

注 
 
（1） Oates（1999）によれば，分権化研究の初期におい

ては政府による資源配分の効率性が主要な関心事で

あった。 

（2） とは言え，財政の悪化が経済成長と密接に関連する

であろうことを考えれば，両者を完全に切り離して議

論することはできない。 

（3） Oates（1999）は財政連邦制に関する研究を，初期

のものから比較的最近のものまで包括的に整理して

いる。 

（4） 地方政府への移転を中央政府が借り入れによって

調達する場合でも，その返済は国民全体への将来のあ

る時点での徴税によってまかなわれるため，やはり国

民全体の負担となる。 

（5） もちろん，政府の財政パフォーマンスに影響するそ

の他の変数も回帰式に含めなければならないが，我々

が注目するのはあくまで分権化指数の係数である。 

（6） 中央政府からの移転が，常にその用途を制限されて

いるわけではない。条件のない移転も存在する。 

（7） いわゆる piggybacked tax。中央政府の税金に地方税

を上乗せし，中央政府がまとめて代理で徴収するとい

う形をとる。課税ベースや税率は中央政府によって決

定されるので，地方政府から見れば，「税収」という

より中央政府からの「移転」といったほうが正確であ

る。 

（8） 指標は比率（パーセント）で定義されているため，

時系列変化は比率の変化である。変化率
・
ではない。 

（9） 財政支
・
出
・
を被説明変数とした推定では，連邦制に加

えて，体制変換の有無および為替レート制度との交差

項の係数も有意に推定されている。ただし，前述のと

おり財政支出の拡大は必ずしも財政規律の悪化を意

味しないので，その解釈には注意を要する。 

（10） Stein（1999）は，中南米諸国のデータを用いて，地

方政府の借入制約が緩いほど，支出の分権化が一般政

府の規
・
模
・
を拡大する効果が強力になるという結果を

得ている。ただし，一般政府の規模の拡大は必ずしも

財政規律の悪化のみを反映したものとは言えない。 

（11） ( 7）式のもとで財政赤字が最小となる条件は，

𝜕𝜕 𝜕𝑋1⁄ = 0である。ここから（8）式の条件が得られ

る。 
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